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 Qualification for participating in the bid‑

ding procedures : Suppliers eligible for par‑

ticipating in the proposed bid are those who

shall :not apply to Article 70 of the Cabi‑
net Order concerning the Budget, Auditing,

and Accounting (however, minors, persons

under curatorship, or persons under assis‑

tance who obtained the consent necessary

for concluding a contract may be applicable

to the status of special reasons within the

said article) ; not apply to Article 71 of
the above‑mentioned Cabinet Order ; be
ranked as Grade A or B in Offering Service

classification in terms of the qualification

for participating in bids required by the Su‑

preme Court (single qualification for every

ministry and agency) in the fiscal years

2016, 2017 and 2018 ; have not received
suspension of designated contractor status

from the Supreme Court at the time of the

opening of Bids and meet the qualifica‑
tion requirement which the obligated offi‑

cer may specify in accordance with Article

73 of the above‑mentioned Cabinet Order

 The time and place of application for

The qualification of  shall be in the man‑
ner of application for single qualification

for every ministry and agency

 Time‑limit for bid : 5 p.m., Feburuary 26,

2018

 Contact point for the notice : SUGA‑

WARA, Research Section, Supplies Divi‑

sion, Financial Bureau, General Secre‑

tariat, Supreme Court, 42 Hayabusa‑cho,
Chiyoda‑ku, Tokyo 1028651, Japan, TEL
0332645873

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年 11 月 28 日

契約責任者
独立行政法人国立印刷局
彦根工場長 石原 栄

◎調達機関番号 562 ◎所在地番号 25
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
独立行政法人国立印刷局彦根工場で使用す
る電気（電子入札対象案件）
契約電力 2880kW
予定使用電力量 約11954114kWh

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 供給期間 平成30年４月１日から平成32年
３月31日まで
 需要場所 彦根工場
 入札方法 入札金額は、入札者において設
定する契約電力に対する単価（kW単価、同
一月においては単一のものとする。）及び使用
電力量に対する単価（kWh単価、同一月に
おいては単一のものとする。）を根拠（小数点
以下を含むことができる。）とし、当法人が指
示する契約電力及び予定使用電力量の総価を
入札金額とすること。ただし、入札時におい
ては、燃料費調整額及び電気事業者による再
生可能エネルギー電気の調達に関する特別措
置法に基づく賦課金は考慮しないものとす
る。落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に消費税法及び地方税法の規定に定
められた税率により算出された金額を加算し
た金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数金額を切り捨てるものとす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額のうち消費税及び地方消費税に相
当する額を除いた金額を入札書に記載するこ
と。
なお、入札書の金額欄には円までを記載す
ること。また、契約方式は、見積もった入札
金額の基礎となる単価に消費税法及び地方税
法の規定に定められた税率により算出された
金額を加算した金額をもって契約金額とする
単価による契約とする。
 電子入札システムの利用 本案件は、証明
書等の提出及び入札を電子入札システムで行
う対象案件である。
なお、電子入札システムによりがたい場合
は、紙入札方式によることができる。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立印刷局購買等契約細則第
６条第１項第１号及び第２号の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、購買
等契約からの排除要請があり、当該状況が継
続している者でないこと。
 独立行政法人国立印刷局購買等契約細則第
６条第２項の規定に該当しない者であるこ
と。
 平成28・29・30年度独立行政法人国立印刷
局競争参加資格において、業種区分が「物品
の販売」であって、「Ａ」又は「Ｂ」の等級に
格付された者、又は当該競争参加資格を有し
ない者で、入札書の受領期限までに競争参加
資格審査を受け、競争参加資格者名簿に登載
され、当該区分及び当該等級に格付された者
であること。
 電気事業法第３条第１項の規定に基づき一
般電気事業者として許可を得ている者又は同
法第16条の２第１項の規定に基づき特定規模
電気事業者としての届出を行っている者であ
ること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たした者であるこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒5220027 滋賀県彦根市東沼波町1157番
１号 独立行政法人国立印刷局彦根工場総務
部会計課契約担当 川瀬 昭浩 電話0749
276016
 電子入札システムのＵＲＬ
独立行政法人国立印刷局電子入札システム
http://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html
 審査書類の提出期限 平成30年１月19日午
後４時
 入札書の受領期限 平成30年１月31日午後
４時
 開札の日時及び場所 平成30年２月１日午
前10時 独立行政法人国立印刷局彦根工場会
議室

４ 提出すべき書類
 省CO２化の要素を考慮する観点による基準
に基づき算定した点数等報告書 １部
 の点数を算出するに当たり、根拠とした
資料 １部

５ 事前審査 ４に示す書類等を契約責任者が検
討し、当法人の使用目的に合致し、採用し得る
と判断したものを採用可能とし、最終的に当該
競争に参加させるものとする。
６ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者の要件及び義務
 電子入札システムにより参加を希望する
者は、２に掲げる事項を証明する書類及
び４に示す書類等を作成し、平成30年１月
19日午後４時までに３に示すＵＲＬに電
子入札システムを利用して提出しなければ
ならない。
なお、提出書類がシステムによりがたい
場合は、平成30年１月19日午後４時までに
３に示す提出場所に持参又は郵送するこ
と。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
２に掲げる事項を証明する書類及び４に
示す書類等を作成し、平成30年１月19日午
後４時までに３に示す提出場所に提出し
なければならない。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において契約責任者から書類等に
関し説明を求められた場合には、これに応じ
なければならない。書類等に関し説明の義務
を履行しない者の入札書は落札決定の対象と
しない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
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